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田添　正寿

委任・代理

1. 委任

（1） 委任とは　（民643）

　　当事者の一方（委任者＝納税者）が他方（受任者＝税理士）に対して事務の処理を委託し、他方がこれを承諾することによって成立する諾成・不要式の契約。労務供給契約の一種

　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　＊　税理士が自らの裁量で事務を処理する

雇用との相違　－　使用者の指揮に従って労務を提供

　　　＊　税理士の結果の完成を必ずしも必要としない　？？？　　

請負との相違　－　仕事の完成を目的とする

· 民法上は、無償の委任を原則としている。（民648①）

　　　　　　　　　　　　商法512　－　商人の場合の報酬請求権

· 委任は、代理権を授与する場合が多い

　　　　　　　　　　　　委任状　－　法律的に、委任状は代理権を授与する場合の証拠

　　　　　　　　　　　　　　　　　　ある者に一定の事項を記載した書面。

　　　　　　　　　　　　　税理士の場合

　　　　　　　　　　　　　　税務代理権限証書による委任

　　　　（上記の税理士を代理人と定め下記の事項について、税理士法第２条第１項第１号に規定する税務代理を委任します。）　　別紙委任状

　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　事例　　　　　白紙委任状の問題　？

　　　　　　　　白紙委任状が利用された場合に授権表示があったかどうかが問題

（2） 受任者＝税理士の義務

①　税理士は、原則として自ら委任事務を処理しなければならない。

　　　　　　　　　　　　　

　　　＊　税理士は、委任の本旨に従い善良なる管理者の注意義務をもって委任事

務を処理する義務を負う。（民644）

　　　　　　　　　善良なる管理者の注意義務とは？

　　　　行為者の具体的な注意能力に関係なく、一般に、行為者の属する職業や社会的地位に応じて通常期待されている程度の抽象的・一般的な注意義務　


善良な管理者の注意義務を欠くと過失あり

債務不履行責任　（民415）

又は不法行為責任　（民709）による損害賠償請求

　　　　債務不履行　－　一定の債務を負う者（税理士）が、その債務を負うことによって当然期待される履行をしないこと＝債務の本旨に従った履行をしないこと

　　　　　　　　　　　　

　　　　　　債務の本旨に従った履行とは、法律の規定・契約の趣旨・取引慣行等を基準

として判断する。

· 債務不履行には、履行不能・履行遅滞・不完全履行がある。

· 履行不能の場合には、本来の履行に代わる損害賠償すなわち、てん補賠償（債務が履行されたならば債権者が得たであろう利益の賠償）を負う。

· 履行遅延の場合には、本来の給付請求に併せて遅延賠償を負う。

　　　　　　　　　

　　　　・債務者（税理士）の責めに帰すべき事由とは、債務者に故意・過失のあること＝履行補助者（税理士事務所事務員）の故意・過失も含まれる。

　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　・債務者（税理士）には、履行する義務があるから、履行できなかったことが、

自己の責めに帰することのできない事由によることを債務者が立証しなければならない。　

　　　　　　事例　　　　　　税理士の会計業務責任　　　富山地裁判決　　

　　　　　　不法行為　－　ある行為によって他人に生じた損害を賠償する責任が生じる

場合


成立要件　イ.加害者に故意・過失があること

　　　　　ロ.権利侵害（違法性）があること　　　

　　　　　ニ.責任能力があること

　　　　　　

· ある事業のために他人を使用する者は、被用者がその事業の執行について第三者に加えた損害を賠償する責任を負う。（使用者責任）

　　　ただし、被用者の選任・監督について相当の注意を払ったことを立証したときには、免責されると規定されている（民715）が、判例上この免責を認めることはほとんどない。

· 損害賠償は、金銭賠償によることが原則である。

損害賠償には、財産的損害の賠償と精神的損害の賠償（慰謝料）とがある。

2 税理士（受任者）には報告の義務がある。（民645）

　　　　税理士（受任者）は、納税者（委任者）の請求があるときはいつでも

事務処理状況を報告し、委任終了後は遅滞なく顛末を報告する義務を負う。

3 税理士（受任者）は、受取物の引渡しや権利移転の義務がある。（民646）

　　　　税理士（受任者）は、委任事務の処理に際して受領した金銭、その他の物、および収取した果実を納税者（委任者）に引渡し、納税者（委任者）のために税理士（受任者）の名で取得した権利を委任者に移転する義務を負う。

4 税理士（受任者）は、金銭消費の場合の利息支払と損害賠償義務を負う。

（民647）

税理士が納税者に引渡すべき金銭を自己のために消費したときは、消費日以後の利息を支払い、さらに損害があれば、賠償する責任を負う。

（3） 委任者＝納税者の義務

1 納税者（委任者）は、報酬の特約があるときには報酬を支払わなければならない。（民648）

　　　　　　　　　　　　　

　　　　後払いが原則である。ただし、週・月などの期間単位で報酬を定めたときは、その期間経過後である。

　　　　また、委任が受任者の帰責事由によらずに中途で終了した場合には、既履行の割合に応じた報酬支払義務を負う。

2 税理士（受任者）の前払費用請求権（民649）

委任者は、受任者の請求により、事務処理費用を前払いしなければならない。

3 税理士（受任者）の費用償還請求権等（民650）

税理士（受任者）が委任事務処理に必要と認められる費用を支出したときは、支出日以後の利息を付してその費用を償還し、受任者が委任事務処理に必要な債務を負担したときは、受任者に代わって弁済する。　

　　　　　　　さらに、受任者が委任事務処理に際して過失なしに損害を受けたときは、委任者が賠償しなければならない。

4 納税者（委任者）の事務処理請求権（民625）

　　　納税者（委任者）の税理士（受任者）に対する事務処理請求権は、受任者の承諾なくして譲渡することができない。

（4） 終了

　　①当事者は、いつでも解約（告知）することができる。（民651①）

　

　

　いつでも、どちらからでも告知することを認めたのは、委任は契約当事者の信

頼関係を基礎とする契約だから、その信頼がなくなったらいつでも告知できるの

が委任の性質に合うため。

②損害の賠償（民651②）

　相手方に不利な時期に告知した場合には、やむを得ない事情がある場合を除い

て告知者は損害を賠償しなければならない。

2. 代理

（1） 代理とは（民99）

代理とは、他人（代理人）が本人に代わって第三者（相手方）に対して意思表

示をし、または第三者（相手方）からの意思表示を受領することによって、本人が直接にその法律効果を取得する関係をいう。

　　　　　　　　　　　　　

1. 自己の知識・経験を超える高度な行為をし、または同時に多数の取引をする必要

2. 本人に十分な意思能力がない場合

（2） 代理と類似の制度

1 代表　－　法人の機関は、法人を代表する。代表機関の行為＝法人の行為

　　　　　　　

　代理行為は本人とは別人格である代理人の行為であり、ただ、その法律効果が本人に及ぶものであるのに対して、代表は法人そのものの行為

　　しかし、代理と代表を区別する実益はない。

2 使者　－　使者は、本人の決定した意思を文書や口頭で相手方に表示して、意思表示を完成させるものである。

　　

　　　　　　　　代理は、代理人自身が意思決定を表示する。

3 第三者のためにする契約（民537）－　契約当事者の一方（諾約者）が、第三者（受益者）に対して直接債務を負担することを契約の相手方（要約者）に約束する契約。（第三者を受取人とする生命保険契約や第三者のための信託契約等）

（3） 代理の種類

1 任意代理　－　本人の信託を受けて代理人となるものであり、代理権とその範囲は本人の意思によって決まる。＝委任代理

2 法定代理　―　本人の意思に関係なく法律の規定によって代理権とその範囲が定められているもの　＝親権等

1 能動代理　－　代理人が本人に代わって第三者に対して意思表示をする。（民99①）　＝積極代理

2 受動代理　―　本人に代わって第三者よりの意思表示を受領する。

　　　　　　　（民99②）　＝消極代理

（4） 代理の要件・効果

1 ａ　代理権を有する代理人が、ｂ　その権限内において、ｃ　本人のためにすることを示して（顕名主義）ｄ　本人のために意思表示をなし、または意思表示を受領することを要する。

2 代理行為の効果は、すべて直接本人に帰属する。

（5） 代理権行使上の権利義務

1 善管注意義務　－　代理人は、善良なる管理者の注意を持って代理行為をしなければならない。（民644）

2 忠実義務　－　代理人は、本人の利益のために代理行為をすべきであって、自己や第三者のためにしてはならないし、本人と利益相反する地位に身を置いてはならない。（民108、826）

3 自己執行義務　－　代理人は、自ら代理行為をすべきであり（ただし、補助者の使用は認められる）、代理権の譲渡は、とくに許された場合以外には認められず、復任権についても制限がある。（民104、106）

4 受領物等引渡義務　―　代理人が、その事務処理にあたり、金銭その他のものを受け取ったときは、それを本人に引渡さなければならない。（民646）

5 費用償還請求権　－　代理人が、代理行為に必要な費用を出したときは、本人にその償還を請求することができる。（民650）

6 報酬請求権　―　報酬の特約があるときは、代理行為終了後に、代理人は本人にその報酬を請求することができる。（民648）

（6） 無権代理

1 無権代理とは

　　　代理権を持たない者が、代理人として法律行為をすること。　

　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　無権代理においては、代理権が存在しないのであるから、本人に効果が帰属することはなく、無権代理人についても代理人として行為をしたのであるから自己に法律行為上の効果は生じない。＝不法行為上の損害賠償請求

　　　　　　　

　　　　　　　　　　無権代理人と取引をした相手方の保護の問題

2 表見代理

　表見代理とは、本人と無権代理人との間に特殊な関係があるために、無権代理人を本当の代理人であると誤信して取引をした第三者（相手方）を保護するため、その無権代理行為を代理権のある行為として取扱い、本人に対して効果を生じさせる制度。

1、 代理権授与表示による表見代理（民109）

本人が相手方に対してある者に代理権を与えた旨を表示し、その者が表示された事項について代理行為をした場合。

ＢがＡの名義を使ってＣを相手に取引するのを認めていたという場合

2、 代理権限踰越による表見代理（民110）

　代理人が与えられた代理権の範囲を超えて行動した場合　

　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　

　　ＡがＢに対しＡの土地に抵当権を設定する代理権を与えられたところ、ＢがＣにその土地を売却したという場合

3、 代理権消滅による表見代理

代理権が消滅して、もはや代理人でなくなった者が、代理行為をした場合　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　Ａ会社に雇われて手形を振り出す代理権を与えられていたＢが、会社を退職した後もＣに対し手形を振り出したという場合

4、 ロ・ハの組合せ

　代理権が消滅して代理人でなくなった者が、過去に持っていた代理権の範囲を超えて代理行為をした場合

3 表見代理の要件・効果

表見代理が成立するには、相手方Ｃが、Ｂに真実代理権があると信じ、かつ、そう信じてももっともであるとみられる事情が存在することが必要である。

　表見代理が成立すれば、ＣはＡに対し有効な代理行為があったものとして、本人に対してその効果を主張できる。

　しかし、表見代理が成立する場合でもＢの行為が無権代理行為の性質を失うわけではないから、Ｃは、Ｂに対して無権代理人の責任を問うことができる。

4 追認（民113、116）

無権代理による法律行為は本人について効果が生じないが、本人は無権代理人又は相手方に対する一方的な意思表示によって本人に効果を生じさせることができる。　

（7） 代理権の消滅

　　　代理権は、本人の死亡・代理人の死亡・後見・破産によって消滅する。

（民111①）

　　　任意代理権は、委任などの内部関係の終了により消滅し、法定代理権は、裁判所の解任や喪失宣告などによって消滅する。

　　　事例

　　商行為の委任による代理権（商506）
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